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報告第５号 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において指定されて

いる、法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

令和４年２月２２日提出  

横手市長 髙 橋   大  
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専決第４号 

   専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、物損

事故による損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、同法第１８０条第

１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

令和４年１月２８日専決 

横手市長 髙 橋   大 

 

１ 事故発生日時  令和３年１２月２０日（月）午前１０時３０分頃 

２ 事故発生場所  横手市内 

３ 相 手 方   

４ 事 故 の 概 要   

５ 損 害 賠 償 額 ６５０，４７４円 
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報告第６号 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において指定されて

いる、法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

令和４年２月２２日提出  

横手市長 髙 橋   大  
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専決第５号 

   専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、人身

事故による損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、同法第１８０条第

１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

令和４年２月７日専決 

横手市長 髙 橋   大 

 

１ 事故発生日時  令和３年１２月１３日（月）午後４時４０分頃 

２ 事故発生場所  横手市内 

３ 相 手 方   

４ 事 故 の 概 要   

５ 損 害 賠 償 額 ３７４，４４２円 
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報告第７号 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において指定されて

いる、法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

令和４年２月２２日提出  

横手市長 髙 橋   大  
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専決第６号 

   専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、人身

事故による損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、同法第１８０条第

１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

令和４年２月７日専決 

横手市長 髙 橋   大 

 

１ 事故発生日時  令和３年１２月１３日（月）午後４時４０分頃 

２ 事故発生場所  横手市内 

３ 相 手 方   

４ 事 故 の 概 要   

５ 損 害 賠 償 額 ３０，６１５円 
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報告第８号 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において指定されて

いる、法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

令和４年２月２２日提出  

横手市長 髙 橋   大  
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専決第７号 

   専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、物損

事故による損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、同法第１８０条第

１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

令和４年２月８日専決 

横手市長 髙 橋   大 

 

１ 事故発生日時  令和４年１月２８日（金）午前１０時３５分頃 

２ 事故発生場所  横手市内 

３ 相 手 方   

４ 事 故 の 概 要   

５ 損 害 賠 償 額 ５４，８１０円 
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報告第９号 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において指定されて

いる、法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

令和４年２月２２日提出  

横手市長 髙 橋   大  
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専決第８号 

   専  決  処  分  書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定により、人身

事故による損害賠償の額を定めること及びこれに伴う和解に関することについて、同法第１８０条第

１項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

令和４年２月９日専決 

横手市長 髙 橋   大 

 

１ 事故発生日時  令和４年２月１日（火）午前１０時４０分頃 

２ 事故発生場所  横手市内 

３ 相 手 方   

４ 事 故 の 概 要   

５ 損害賠償額 ２６，７１８円 
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報告第１０号 

   放棄した債権の報告について  

 

 横手市債権の管理等に関する条例（平成２８年横手市条例第２号）第１３条第１項の規定により、

別紙のとおり市の債権を放棄したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 
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債権放棄の報告 

 

 

横手市債権の管理等に関する条例第１３条第１項の規定に基づき、次の債権を放棄したので、同条第２項の規定に基

づき次のとおり報告する。 

 

債権の名称 

（所管部局名） 

債権の金額 

（円） 

人数 

（人） 

件数 

（件） 
放棄の根拠となる条項 

横手市空家安全対策緊急飛散

防止対策工事実施費用 

（市民福祉部生活環境課） 

88,650 1 1 
第１３条第１項第１号（生活困窮等） 

放棄決定日:令和３年１１月２５日 

臨時福祉給付金過誤払金 

（市民福祉部社会福祉課） 
8,000 1 1 

第１３条第１項第１号（生活困窮等） 

放棄決定日:令和３年１２月２１日 

学校給食費 

（教育指導部学校給食課） 
1,090,505 9 7 

第１３条第１項第１号（生活困窮等）及び同項第７号

（私債権の時効満了かつ債務者の時効援用） 

放棄決定日：令和３年１２月２８日 

別 紙 
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債権の名称 

（所管部局名） 

債権の金額 

（円） 

人数 

（人） 

件数 

（件） 
放棄の根拠となる条項 

空家に係る緊急措置実施費用 

（市民福祉部生活環境課） 
22,000 1 1 

第１３条第 1 項第１号（生活困窮等） 

放棄決定日:令和４年１月６日 

母子及び寡婦家庭住宅整備資

金 

（市民福祉部子育て支援課） 

573,668 8 1 
第１３条第１項第６号（徴収停止後無資力） 

放棄決定日:令和４年１月７日 
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議案第３号 

横手市交流センター設置条例の一部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

 提案理由 

 横手市交流センターにおいて横手市Ｂｉｚサポートよこて事業を実施するため、現行条例の一部を

改正したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議

会の議決を求める。 
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   横手市交流センター設置条例の一部を改正する条例 

 

 横手市交流センター設置条例（平成２２年横手市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（施設） （施設） 

第３条 センターを構成する施設は、次のとおりとする。 第３条 センターを構成する施設は、次のとおりとする。 

（１） Ｙ２ぷらざ （１） Ｙ２ぷらざ 

  ア～カ ［略］ ア～カ ［略］ 

   キ Ｂｉｚサポートよこて 

  キ ［略］   ク ［略］ 

 （２）・（３） ［略］  （２）・（３） ［略］ 

  

別表（第６条、第１３条関係） 別表（第６条、第１３条関係） 

（消費税を含む。） （消費税を含む。） 

区分 単位 使用料の額 備考 

 ［略］ 

区分 単位 使用料の額 備考 

 ［略］ 
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市民活動

センター 

 ［略］ 

研修室3 ［略］ 

研修室4 営利を目的

としない場

合 

 250円  

営利を目的

とする場合 

800円 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

市民活動

センター 

 ［略］ 

研修室3  ［略］ 

 

 

 

 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

 備考  備考 

  １～７ ［略］ １～７ ［略］ 

  

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第４号 

横手市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

提案理由 

非常勤職員の育児休業等の取得要件を緩和し、及び育児休業を取得しやすい勤務環境を整備するた

め、現行条例の一部を改正したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１

号の規定に基づき、議会の議決を求める。 
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   横手市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

横手市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年横手市条例第５１号）の一部を次のように改正

する。 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第２

条第１項、第３条第２項、第５条第２項、第７条、第８条、

第１０条第１項及び第２項、第１４条及び第１５条（これら

の規定を第１７条において準用する場合を含む。）、第１７

条、第１８条第３項並びに第１９条第１項及び第２項の規定

に基づき、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）の規

定に基づき、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 
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（１）・（２） ［略］ （１）・（２） ［略］ 

（３） 次のいずれにも該当しない非常勤職員 （３） 次のいずれにも該当しない非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

（ア） 任命権者を同じくする職（以下「特定職」とい 

う。）に引き続き在職した期間が１年以上である非常 

勤職員 

 

（イ） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規 

定する子をいう。以下同じ。）が１歳６か月に達する 

日（第２条の４の規定に該当する場合にあっては、２ 

歳に達する日。以下「１歳６か月到達日」という。） 

までに、その任期（任期が更新される場合にあっては、 

更新後のもの）が満了すること及び特定職に引き続き 

採用されないことが明らかでない非常勤職員 

（ア） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規 

定する子をいう。以下同じ。）が１歳６か月に達する 

日（第２条の４の規定に該当する場合にあっては、２ 

歳に達する日。以下「１歳６か月到達日」という。） 

までに、その任期（任期が更新される場合にあっては、 

更新後のもの）が満了すること及び任命権者を同じく 

する職（以下「特定職」という。）に引き続き採用さ 

れないことが明らかでない非常勤職員 

   （ウ） ［略］    （イ） ［略］ 

  イ・ウ ［略］   イ・ウ ［略］ 

  

（部分休業を請求することができない職員） （部分休業を請求することができない職員） 
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第１９条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、

次に掲げる職員とする。 

第１９条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、

次に掲げる職員とする。 

 （１） ［略］ （１） ［略］ 

（２） 次のいずれにも該当する非常勤職員以外の非常勤職 

員（短時間勤務職員を除く。） 

（２） 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して 

規則で定める非常勤職員以外の非常勤職員（短時間勤務職 

員を除く。） 

ア 特定職に引き続き在職した期間が1年以上である非常 

勤職員 

 

イ 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規 

則で定める非常勤職員 

 

  

 （妊娠又は出産等の申出があった場合における措置等） 

 第２３条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員

又はその配偶者の妊娠又は出産その他これに準ずる事実を申

し出たときは、当該職員に対して、育児休業に関する制度そ

の他の事項を知らせるとともに、育児休業の承認の請求に係

る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じ

なければならない。 

 ２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理
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由として、当該職員が不利益な取扱いを受けることがないよ

うにしなければならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

 第２４条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われ

るようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

  （１） 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

  （２） 育児休業に関する相談体制の整備 

  （３） その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

  （委任） 

 第２５条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、規則で

定める。 

  

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第５号 

   横手市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

 提案理由 

 国の保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業の実施に伴い、保育士の業務に従事する者に保育

業務手当を支給するため、現行条例の一部を改正したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 
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   横手市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

 横手市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１７年横手市条例第６３号）の一部を次のように改

正する。 

 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（特殊勤務手当の種類） （特殊勤務手当の種類） 

第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。 第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとする。 

（１）～（12） ［略］ （１）～（12） ［略］ 

 （13） 保育業務手当 

  

（高所作業手当） （高所作業手当） 

第４条 高所作業に従事する職員の特殊勤務手当は、地上１

０メートル以上の足場の不安定な箇所で工事現場の監督に

従事したとき、又は消防職員が地上１０メートル以上の高

所で消防作業等（署内訓練を除く。）に従事したときに支

給する。 

第４条 高所作業手当は、地上１０メートル以上の足場の不

安定な箇所で工事現場の監督に従事したとき、又は消防職

員が地上１０メートル以上の高所で消防作業等（署内訓練

を除く。）に従事したときに支給する。 
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２ 前項に規定する手当の額は、次に掲げる額とする。 ２ 前項に規定する手当の額は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

（１） 職員が地上１０メートル以上の足場の不安定な箇

所で工事現場の監督に従事した場合 日額２００円（半

日の場合は１００円） 

（１） 職員が地上１０メートル以上の足場の不安定な箇

所で工事現場の監督に従事した場合 従事した日１日に

つき２００円。ただし、半日の場合は、１００円とす

る。 

（２） 消防職員が地上１０メートル以上の高所で消防作

業等に従事した場合 １回３００円 

（２） 消防職員が地上１０メートル以上の高所で消防作

業等に従事した場合 その勤務１回につき３００円 

  

（夜間看護業務手当） （夜間看護業務手当） 

第７条 ［略］ 第７条 ［略］ 

２ 前項に規定する手当の額は、その勤務１回につき、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

２ 前項に規定する手当の額は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

（１） その勤務時間が深夜の全部を含む勤務である場合 

７，３００円 

（１） その勤務時間が深夜の全部を含む勤務である場合 

その勤務１回につき７，３００円 

（２） その勤務時間が深夜の一部を含む勤務である場合 （２） その勤務時間が深夜の一部を含む勤務である場合 

ア 深夜における勤務時間が４時間以上である場合 

３，５５０円 

ア 深夜における勤務時間が４時間以上である場合 そ

の勤務１回につき３，５５０円 
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イ 深夜における勤務時間が２時間以上４時間未満であ

る場合 ３，１００円 

イ 深夜における勤務時間が２時間以上４時間未満であ

る場合 その勤務１回につき３，１００円 

（介護等業務手当） （介護等業務手当） 

第８条 ［略］ 第８条 ［略］ 

２ 前項に規定する手当の額は、その勤務１箇月につき次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

２ 前項に規定する手当の額は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

（１） 知的障害者援護施設に勤務する職員 ６，０００

円 

（１） 知的障害者援護施設に勤務する職員 月額６，０

００円 

（２） 老人福祉施設及び介護老人保健施設に勤務する職

員 ８，０００円 

（２） 老人福祉施設及び介護老人保健施設に勤務する職

員 月額８，０００円 

  

（清掃業務等手当） （清掃業務等手当） 

第１０条 ［略］ 第１０条 ［略］ 

２ 前項に規定する手当は、月額６，０００円とする。 ２ 前項に規定する手当の額は、月額６，０００円とする。 

（災害、緊急出動手当） （災害、緊急出動手当） 

第１１条 ［略］ 第１１条 ［略］ 

２ 前項に規定する手当の額は、その勤務１回につき次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

２ 前項に規定する手当の額は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 
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（１） 機関員の業務に従事した者 ３００円 （１） 機関員の業務に従事した場合 その勤務１回につ

き３００円 

（２） 前号の業務以外の業務に従事した者 ２４０円 （２） 前号の業務以外の業務に従事した場合 その勤務

１回につき２４０円 

  

（潜水作業手当） （潜水作業手当） 

第１３条 潜水作業手当は、職員が潜水器具を潜水作業に従

事したときに支給する。 

第１３条 潜水作業手当は、職員が潜水器具を装着し、潜水

作業に従事したときに支給する。 

２ 前項に規定する手当の額は、その従事した日１日につき

３５０円とする。 

２ 前項に規定する手当の額は、従事した日１日につき３５

０円とする。 

（火葬業務手当） （火葬業務手当） 

第１４条 火葬業務手当は、斎場において火葬業務に従事し

た職員に支給する。 

第１４条 火葬業務手当は、斎場において火葬業務に従事す

る職員に支給する。 

２ 前項に規定する手当は、月額５，０００円とする。 ２ 前項に規定する手当の額は、月額５，０００円とする。 

 （保育業務手当） 

 第１５条 保育業務手当は、市立保育所に勤務する職員のう

ち、保育士の業務に従事した職員に支給する。 

 ２ 前項に規定する手当の額は、従事した日１日につき４５
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０円とする。 

（併給の禁止） （併給の禁止） 

第１５条 ［略］ 第１６条 ［略］ 

（支給方法） （支給方法） 

第１６条 ［略］ 第１７条 ［略］ 

（委任） （委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定め

る。 

第１８条 この条例の施行に関し必要な事項は、別に定め

る。 

  

   附 則  

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の横手市職員の特殊勤務手当に関する条例の規定は、令

和４年２月１日から適用する。 
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議案第６号 

横手市児童館設置条例の一部を改正する条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

提案理由 

大沢児童館及び神成児童館を廃止するため、現行条例の一部を改正したいので、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 
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   横手市児童館設置条例の一部を改正する条例 

 

横手市児童館設置条例（平成２２年横手市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

名称 位置 

 ［略］ 

大森子どもと老人のふれあいセ

ンター 

 ［略］ 

大沢児童館 横手市大沢字大沢34番地 

昼川児童館  ［略］ 

神成児童館 横手市大森町袴形字南神成49番地 

 ［略］ 
 

名称 位置 

 ［略］ 

大森子どもと老人のふれあいセ

ンター 

 ［略］ 

  

昼川児童館  ［略］ 

  

 ［略］ 
 

  

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第７号 

   横手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

 提案理由 

 全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律（令和３年法律

第６６号）及び全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律の

施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（令和３年政令第２５３号）の施行に伴い、現行条例の一

部を改正したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、

議会の議決を求める。 
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   横手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

第１条 横手市国民健康保険税条例（平成１７年横手市条例第１７１号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

   改正前    改正後 

（国民健康保険の被保険者に係る所得割額）  （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の所得割額） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

 （国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額）  （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均

等割額） 

第４条 ［略］ 第４条 ［略］ 

 （国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額）  （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等

割額） 

第５条 ［略］ 第５条 ［略］ 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税 

額の所得割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税 

額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期日の属する年の

前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に１００分の

第６条 第２条第３項の所得割額は、基礎控除後の総所得金

額等に１００分の２．６１を乗じて算定する。 
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２．６１を乗じて算定する。 

  

第２５条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又

はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が特例対象被保険者等（法第７０３条の５

の２第２項に規定する特例対象被保険者等をいう。第２６

条の２において同じ。）である場合における第３条及び前

条の規定の適用については、第３条第１項中「規定する総

所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第２５条の

２に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得

が含まれている場合においては、当該給与所得について

は、所得税法第２８条第２項の規定によって計算した金額

の１００分の３０に相当する金額によるものとする。次項

において同じ。）」と、「同条第２項」とあるのは「法第

３１４条の２第２項」と、前条第１号中「総所得金額」と

あるのは「総所得金額（次条に規定する特例対象被保険者

等の総所得金額に給与所得が含まれている場合において

は、当該給与所得については、所得税法第２８条第２項の

規定によって計算した金額の１００分の３０に相当する金

第２５条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又

はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が特例対象被保険者等（法第７０３条の５

の２第２項に規定する特例対象被保険者等をいう。第２６

条の２において同じ。）である場合における第３条及び前

条の規定の適用については、第３条第１項中「規定する総

所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第２５条の

２に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得

が含まれている場合においては、当該給与所得について

は、所得税法第２８条第２項の規定によって計算した金額

の１００分の３０に相当する金額によるものとする。次項

において同じ。）」と、「同条第２項」とあるのは「法第

３１４条の２第２項」と、前条第１号中「総所得金額及

び」とあるのは「総所得金額（次条に規定する特例対象被

保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合にお

いては、当該給与所得については、所得税法第２８条第２

項の規定によって計算した金額の１００分の３０に相当す
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額によるものとする。次号及び第３号において同じ。）」

とする。 

る金額によるものとする。次号及び第３号において同

じ。）及び」とする。 

  

第２条 横手市国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

   改正前    改正後 

 （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等

割額） 

 （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等

割額） 

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げ

る世帯の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げ

る世帯の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

（１） 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法

第６条第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者

であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同

一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）と同一の世

帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の属する

月（以下この号において「特定月」という。）以後５年

を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保

（１） 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法

第６条第８号の規定により被保険者の資格を喪失した者

であって、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同

一の世帯に属するものをいう。以下同じ。）と同一の世

帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の属する

月（以下この号において「特定月」という。）以後５年

を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保
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険者がいない場合に限る。）をいう。次号、第８条及び

第２５条において同じ。）及び特定継続世帯（特定同一

世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯

であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月

以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。第３号、

第８条及び第２５条において同じ。）以外の世帯 ２

０，８００円 

険者がいない場合に限る。）をいう。次号、第８条及び

第２５条第１項において同じ。）及び特定継続世帯（特

定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者が属す

る世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から

特定月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該

世帯に他の被保険者がいない場合に限る。）をいう。第

３号、第８条及び第２５条第１項において同じ。）以外

の世帯 ２０，８００円 

 （２）・（３） ［略］  （２）・（３） ［略］ 

  

 （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課）  （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） 

第１５条 国民健康保険税の賦課期日後に納付義務が発生し

た者には、その発生した日の属する月から、月割をもって

算定した第２条第１項の額（第２５条の規定による減額が

行われた場合には、同条の国民健康保険税の額とする。以

下この条において同じ。）を課する。 

第１５条 国民健康保険税の賦課期日後に納付義務が発生し

た者には、その発生した日の属する月から、月割をもって

算定した第２条第１項の額（第２５条の規定による減額が

行われた場合には、その減額後の国民健康保険税の額とす

る。以下この条において同じ。）を課する。 

２～８ ［略］ ２～８ ［略］ 

  

 （国民健康保険税の減額）  （国民健康保険税の減額） 
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第２５条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納

税義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第

２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が６３万円を超える場合に

は、６３万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課

税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が１９万円を超える場合は、１９万円）並びに

同条第４項本文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる

額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超

える場合には、１７万円）の合算額とする。 

第２５条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納

税義務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第

２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減額して

得た額（当該減額して得た額が６３万円を超える場合に

は、６３万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課

税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が１９万円を超える場合は、１９万円）並びに

同条第４項本文の介護納付金課税額からオ及びカに掲げる

額を減額して得た額（当該減額して得た額が１７万円を超

える場合には、１７万円）の合算額とする。 

（１） 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林

所得金額の合計額が、４３万円（納税義務者並びにその世

帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所

属者のうち給与所得を有する者（前年中に法第７０３条

の５に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和４０年

法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得につ

いて同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受け

た者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が５５万

円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同

（１） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及

び山林所得金額の合計額が、４３万円（納税義務者並びに

その世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一

世帯所属者のうち給与所得を有する者（前年中に法第７

０３条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法

（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する

給与所得について同条第３項に規定する給与所得控除額

の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入

金額が５５万円を超える者に限る。）をいう。以下この号
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じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中

に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税

法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得につ

いて同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受

けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等

の収入金額が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以

上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１１０万

円を超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除

く。）の数の合計数（以下この条において「給与所得者等

の数」という。）が２以上の場合にあっては、４３万円に

当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗

じて得た金額を加算した金額）を超えない世帯に係る納

税義務者 

において同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する

者（前年中に法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金

等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等

控除額の控除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあって

は当該公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に限

り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金等の収

入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給与所

得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この条におい

て「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた

数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超え

ない世帯に係る納税義務者 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 

被保険者（第１条の４第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について１６，８７０円 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険

者均等割額 被保険者（第１条の４第２項に規定する

世帯主を除く。）１人について１６，８７０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別

平等割 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定

める額 
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   （ア）～（ウ） ［略］     （ア）～（ウ） ［略］ 

  ウ～カ ［略］   ウ～カ ［略］ 

（２） 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林

所得金額の合計額が、４３万円（納税義務者並びにその

世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険

者及び特定同一世帯所属者１人につき２８万５，０００

円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前

号に該当する者を除く。） 

（２） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及

び山林所得金額の合計額が、４３万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合に

あっては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき２８万５，

０００円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務

者（前号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 

被保険者（第１条の４第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について１２，０５０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険

者均等割額 被保険者（第１条の４第２項に規定する

世帯主を除く。）１人について１２，０５０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに

定める額 

   （ア）～（ウ） ［略］ （ア）～（ウ） ［略］ 

  ウ～カ ［略］   ウ～カ ［略］ 
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（３） 法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林

所得金額の合計額が、４３万円（納税義務者並びにその

世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯

所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数

に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険

者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万円を加算し

た金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該当

する者を除く。） 

（３） 法第７０３条の５第１項に規定する総所得金額及

び山林所得金額の合計額が、４３万円（納税義務者並び

にその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同

一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合に

あっては、４３万円に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した金額）に

被保険者及び特定同一世帯所属者１人につき５２万円を

加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者（前２号

に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る被保険者均等割額 

被保険者（第１条の４第２項に規定する世帯主を除

く。）１人について４，８２０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険

者均等割額 被保険者（第１条の４第２項に規定する

世帯主を除く。）１人について４，８２０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る世帯別平等割額 次

に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別

平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに

定める額 

   （ア）～（ウ） ［略］ （ア）～（ウ） ［略］ 

  ウ～カ ［略］ ウ～カ ［略］ 

 ２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達

する日以後の最初の３月３１日以前である被保険者（以下
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「未就学児」という。）がある場合における当該納税義務

者に対して課する被保険者均等割額（当該納税義務者の世

帯に属する未就学児につき算定した被保険者均等割額（前

項に規定する金額を減額する者とした場合にあっては、そ

の減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険

者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める額を減額して得た額とする。 

  （１） 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保

険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ

未就学児１人について次に定める額 

   ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 ３，

６１５円 

   イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 ６，

０２５円 

   ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 ９，

６４０円 

   エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １２，０５

０円 

  （２） 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金
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等課税額の被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に

応じ、それぞれ未就学児１人について次に定める額 

 ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 ９７

５円 

 イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 １，

６２５円 

 ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 ２，

６００円 

 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 ３，２５０ 

円 

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

（特例対象被保険者等に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

第２５条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又

はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が特例対象被保険者等（法第７０３条の５

の２第２項に規定する特例対象被保険者等をいう。第２６

条の２において同じ。）である場合における第３条及び前

条の規定の適用については、第３条第１項中「規定する総

所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第２５条の

第２５条の２ 国民健康保険税の納税義務者である世帯主又

はその世帯に属する国民健康保険の被保険者若しくは特定

同一世帯所属者が特例対象被保険者等（法第７０３条の５

の２第２項に規定する特例対象被保険者等をいう。第２６

条の２において同じ。）である場合における第３条及び前

条第１項の規定の適用については、第３条第１項中「規定

する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（第２
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２に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得

が含まれている場合においては、当該給与所得について

は、所得税法第２８条第２項の規定によって計算した金額

の１００分の３０に相当する金額によるものとする。次項

において同じ。）」と、「同条第２項」とあるのは「法第

３１４条の２第２項」と、前条第１号中「総所得金額及

び」とあるのは「総所得金額（次条に規定する特例対象被

保険者等の総所得金額に給与所得が含まれている場合にお

いては、当該給与所得については、所得税法第２８条第２

項の規定によって計算した金額の１００分の３０に相当す

る金額によるものとする。次号及び第３号において同

じ。）及び」とする。 

５条の２に規定する特例対象被保険者等の総所得金額に給

与所得が含まれている場合においては、当該給与所得につ

いては、所得税法第２８条第２項の規定によって計算した

金額の１００分の３０に相当する金額によるものとする。

次項において同じ。）」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、前条第１項第１号中「総

所得金額及び」とあるのは「総所得金額（次条に規定する

特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が含まれてい

る場合においては、当該給与所得については、所得税法第

２８条第２項の規定によって計算した金額の１００分の３

０に相当する金額によるものとする。次号及び第３号にお

いて同じ。）及び」とする。 

  

   附 則    附 則 

１～９ ［略］ １～９ ［略］ 

 （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

 （公的年金等に係る所得に係る国民健康保険税の課税の特

例） 

１０ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所

１０ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が、前年中に所
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得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得

について同条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢

６５歳以上である者に係るものに限る。）の控除を受け

た場合における第２５条の規定の適用については、同条

中「法第７０３条の５に規定する総所得金額及び山林所

得金額」とあるのは「法第７０３条の５に規定する総所

得金額（所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等

に係る所得については、同条第２項第１号の規定によっ

て計算した金額から１５万円を控除した金額によるもの

とする。）及び山林所得金額」と、「１１０万円」とあ

るのは「１２５万円」とする。 

得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所得

について同条第４項に規定する公的年金等控除額（年齢

６５歳以上である者に係るものに限る。）の控除を受け

た場合における第２５条第１項の規定の適用について

は、同条中「法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額」とあるのは「法第７０３条の５

第１項に規定する総所得金額（所得税法第３５条第３項

に規定する公的年金等に係る所得については、同条第２

項第１号の規定によって計算した金額から１５万円を控

除した金額によるものとする。）及び山林所得金額」

と、「１１０万円」とあるのは「１２５万円」とする。 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

（上場株式等に係る配当所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

１１ 世帯主又はその世帯主に属する国民健康保険の被保険

者若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３３条の２第５

項の配当所得等を有する場合における第３条、第６条、第

９条及び第２５条の規定の適用については、第３条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係

１１ 世帯主又はその世帯主に属する国民健康保険の被保険

者若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３３条の２第５

項の配当所得等を有する場合における第３条、第６条、第

９条及び第２５条第１項の規定の適用については、第３条

第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式
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る配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法

第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３

３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額」と、第２５条中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規

定する上場株式等に係る配当所得等の金額」とする。 

等に係る配当所得等の金額」と、「同条第２項」とあるの

は「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附

則第３３条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所

得等の金額」と、第２５条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の２

第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」と

する。 

（長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） （長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３４条第４項の

譲渡所得を有する場合における第３条、第６条、第９条

及び第２５条の規定の適用については、第３条第１項中

「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４項に規

定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和３２

年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、

第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第

１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３４条第４項の

譲渡所得を有する場合における第３条、第６条、第９条

及び第２５条第１項の規定の適用については、第３条第

１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３４条第４

項に規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭

和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第

２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条

の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第
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の３第１項又は第３６条の規定に該当する場合には、こ

れらの規定の適用により同法第３１条第１項に規定する

長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額。

以下この項において「控除後の長期譲渡所得の金額」と

いう。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、

「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山林

所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合計額

（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は法附則第３４条第４項に規

定する長期譲渡所得の金額」と、第２５条中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額」とす

る。 

３５条の３第１項又は第３６条の規定に該当する場合に

は、これらの規定の適用により同法第３１条第１項に規

定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した

金額。以下この項において「控除後の長期譲渡所得の金

額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」

と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び

山林所得金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は法附則第３４条第４項に

規定する長期譲渡所得の金額」と、第２５条第１項中

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金

額」とする。 

１３ ［略］ １３ ［略］ 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

（一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２第５

項の一般株式等に係る譲渡所得等を有する場合における

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２第５

項の一般株式等に係る譲渡所得等を有する場合における
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第３条、第６条、第９条及び第２５条の規定の適用につ

いては、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるの

は「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５項

に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２第５項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第２５

条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第３５条の２第５項に規定する一般株式

等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

第３条、第６条、第９条及び第２５条第１項の規定の適

用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２

第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２

項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２第５項

に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第

２５条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第３５条の２第５項に規定す

る一般株式等に係る譲渡所得等の金額」とする。 

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民健康保険税の課

税の特例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２の２

第５項の上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合にお

ける第３条、第６条、第９条及び第２５条の規定の適用

については、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２の

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の２の２

第５項の上場株式等に係る譲渡所得等を有する場合にお

ける第３条、第６条、第９条及び第２５条第１項の規定

の適用については、第３条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５



- 46 - 

２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２

第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の２の

２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」と、第２５条中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２の２第５

項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とす

る。 

条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得

等の金額」と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４

条の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条

の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等

の金額」と、第２５条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の２

の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」とする。 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の

特例） 

（先物取引に係る雑所得等に係る国民健康保険税の課税の

特例） 

１６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の４第４

項の事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合におけ

る第３条、第６条、第９条及び第２５条の規定の適用に

ついては、第３条第１項中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の４第４

項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同

条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、

１６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３５条の４第４

項の事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合におけ

る第３条、第６条、第９条及び第２５条第１項の規定の

適用については、第３条第１項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５条の

４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２
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同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第３５条の４第４項に規定す

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、第２５条中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑

所得等の金額」とする。 

項」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は法附則第３５条の４第４項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」と、第２５

条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額」とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の

課税の特例） 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国民健康保険税の

課税の特例） 

１７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３３条の３第５

項の事業所得又は雑所得を有する場合における第３条、

第６条、第９条及び第２５条の規定の適用については、

第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第３３条の３第５項に規定す

る土地等に係る事業所得等の金額」と、「同条第２項」

とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項

中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に

係る事業所得等の金額」と、第２５条中「及び山林所得

１７ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が法附則第３３条の３第５

項の事業所得又は雑所得を有する場合における第３条、

第６条、第９条及び第２５条第１項の規定の適用につい

ては、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の３第５項に

規定する土地等に係る事業所得等の金額」と、「同条第

２項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」と、同条

第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は法附則第３３条の３第５項に規定する土

地等に係る事業所得等の金額」と、第２５条第１項中
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金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３

３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金

額」とする。 

「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る

事業所得等の金額」とする。 

（特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項に規定する

特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例適

用利子等又は同法第１６条第２項に規定する特例適用利

子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及

び雑所得を有する場合における第３条、第６条、第９条

及び第２５条の規定の適用については、第３条第１項中

「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは

「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互

主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和３７

年法律第１４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項

及び第１６条第２項において準用する場合を含む。）に

規定する特例適用利子等の額（以下この条及び第２５条

１８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律

（昭和３７年法律第１４４号）第８条第２項に規定する

特例適用利子等、同法第１２条第５項に規定する特例適

用利子等又は同法第１６条第２項に規定する特例適用利

子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得及

び雑所得を有する場合における第３条、第６条、第９条

及び第２５条第１項の規定の適用については、第３条第

１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とある

のは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する

相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭和

３７年法律第１４４号）第８条第２項（同法第１２条第

５項及び第１６条第２項において準用する場合を含

む。）に規定する特例適用利子等の額（以下この条及び
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において「特例適用利子等の額」という。）の合計額か

ら法第３１４条の２第２項」と、「山林所得金額の合計

額（」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用利子等

の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特例適用利

子等の額」と、第２５条中「山林所得金額」とあるのは

「山林所得金額並びに特例適用利子等の額」とする。 

第２５条第１項において「特例適用利子等の額」とい

う。）の合計額から法第３１４条の２第２項」と、「山

林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得金額並び

に特例適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金

額又は特例適用利子等の額」と、第２５条第１項中「山

林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用

利子等の額」とする。 

（特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） （特例適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

１９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第

８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第

６項に規定する特例適用配当等又は同法第１６条第３項

に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及

び雑所得を有する場合における第３条、第６条、第９条

及び第２５条の規定の適用については、第３条第１項中

「山林所得金額の合計額から同条第２項」とあるのは

「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する相互

１９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第

８条第４項に規定する特例適用配当等、同法第１２条第

６項に規定する特例適用配当等又は同法第１６条第３項

に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配当所得及

び雑所得を有する場合における第３条、第６条、第９条

及び第２５条第１項の規定の適用については、第３条第

１項中「山林所得金額の合計額から同条第２項」とある

のは「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対する
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主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条第４

項（同法第１２条第６項及び第１６条第３項において準

用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の額

（以下この条及び第２５条において「特例適用配当等の

額」という。）の合計額から法第３１４条の２第２項」

と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは「山林所得

金額並びに特例適用配当等の額の合計額（」と、同条第

２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山林

所得金額又は特例適用配当等の額」と、第２５条中「山

林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに特例適用

配当等の額」とする。 

相互主義による所得税等の非課税等に関する法律第８条

第４項（同法第１２条第６項及び第１６条第３項におい

て準用する場合を含む。）に規定する特例適用配当等の

額（以下この条及び第２５条第１項において「特例適用

配当等の額」という。）の合計額から法第３１４条の２

第２項」と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは

「山林所得金額並びに特例適用配当等の額の合計額（」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるのは「若

しくは山林所得金額又は特例適用配当等の額」と、第２

５条第１項中「山林所得金額」とあるのは「山林所得金

額並びに特例適用配当等の額」とする。 

（条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用利子等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

２０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例

法」という。）第３条の２の２第１０項に規定する条約

適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時

所得及び雑所得を有する場合における第３条、第６条、

２０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律

（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例

法」という。）第３条の２の２第１０項に規定する条約

適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所得、一時

所得及び雑所得を有する場合における第３条、第６条、
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第９条及び第２５条の規定の適用については、第３条第

１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２項」と

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の実施に

伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約等実施

特例法」という。）第３条の２の２第１０項に規定する

条約適用利子等の額の合計額から法第３１４条の２第２

項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあるのは

「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条

の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額の合計

額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあるの

は「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額」

と、第２５条中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条の２の

２第１０項に規定する条約適用利子等の額」とする。 

第９条及び第２５条第１項の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から同条第２

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の

実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に

関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租税条約

等実施特例法」という。）第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等の額の合計額から法第３１４条の

２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とある

のは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額の

合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は租税条約等実施特例

法第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の

額」と、第２５条第１項中「及び山林所得金額」とある

のは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の額」

とする。 

（条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） （条約適用配当等に係る国民健康保険税の課税の特例） 

２１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者 ２１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者
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若しくは特定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第

３条、第６条、第９条及び第２５条の規定の適用につい

ては、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計額から

同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の

特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。以下

「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第

１２項に規定する条約適用配当等の額の合計額から法第

３１４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合計額

（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実

施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配

当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適

用配当等の額」と、第２５条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例

法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の

若しくは特定同一世帯所属者が租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１２項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場合における第

３条、第６条、第９条及び第２５条第１項の規定の適用

については、第３条第１項中「及び山林所得金額の合計

額から同条第２項」とあるのは「及び山林所得金額並び

に租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方

税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６号。

以下「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の

２第１２項に規定する条約適用配当等の額の合計額から

法第３１４条の２第２項」と、「及び山林所得金額の合

計額（」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適

用配当等の額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林

所得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は租税

条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条

約適用配当等の額」と、第２５条第１項中「及び山林所

得金額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税条約

等実施特例法第３条の２の２第１２項に規定する条約適
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額」とする。 用配当等の額」とする。 

２２～２４ ［略］ ２２～２４ ［略］ 

  

   附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の横手市国民健康保険税条例の規定は、令和４年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し、令和３年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例によ

る。 
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議案第８号 

横手市都市公園条例の一部を改正する等の条例 

 

上記の議案を提出する。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

提案理由 

横手公園スキー場を廃止するため、現行条例の一部を改正等したいので、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 
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   横手市都市公園条例の一部を改正する等の条例 

 

（横手市都市公園条例の一部改正） 

第１条 横手市都市公園条例（平成１７年横手市条例第２６７号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

別表第１（第１１条関係） 別表第１（第１１条関係） 

有料公園施設 有料公園施設 

公園名 施設の名称 施設の詳細 

横手公園 運動広場  ［略］ 

スキー場 スキーリフト 

ロープトウ 

展望台  ［略］ 

 

［略］ 
 

公園名 施設の名称 施設の詳細 

横手公園 運動広場  ［略］ 

  

 

展望台  ［略］ 

 

 ［略］ 
 

別表第２（第１５条、第２５条関係） 別表第２（第１５条、第２５条関係） 

 １・２ ［略］  １・２ ［略］ 

 ３ 法第５条第１項に定める有料公園施設を使用する場合  ３ 法第５条第１項に定める有料公園施設を使用する場合 
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  （１） 横手公園 （１） 横手公園 

（消費税を含む。） （消費税を含む。） 

区分 単位 使用料の

額 

運動広場  ［略］   

スキー場 スキーリ

フト 

1回券 1枚 100円 

6回券 児童・生徒 シニ

ア 

1枚 300円 

大人 1枚 500円 

1日券 児童・生徒 シニ

ア 

1枚 500円 

大人 1枚 800円 

 ロープト

ウ 

1回券 児童・生徒 シニ

ア 

1枚 10円 

 大人 1枚 30円 

  1日券 児童・生徒 シニ

ア 

1枚 100円 

   大人 1枚 300円 

区分 単位 使用料の

額 

運動広場  ［略］   
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 スキーリフト、ロー

プトウ共通授業割

引券 

児童・生徒 1枚 250円 

展望台  ［略］ 
 

  

 

 

   

展望台  ［略］ 
 

 備考  備考 

  １・２ ［略］   １・２ ［略］  

  ３ スキーリフト、ロープトウ共通授業割引券は、学校授

業に限る。 

 

４ ［略］   ３ ［略］ 

  （２）～（７） ［略］   （２）～（７） ［略］ 

  

 （横手市緑地休養センター設置条例の廃止） 

第２条 横手市緑地休養センター設置条例（平成１７年横手市条例第２４２号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第９号 

   横手市奨学金貸付条例の一部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

 提案理由 

 奨学金の貸付金額及び償還期間を見直すため、現行条例の一部を改正したいので、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 
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   横手市奨学金貸付条例の一部を改正する条例 

 

 横手市奨学金貸付条例（平成１７年横手市条例第２８９号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

第４条 奨学金の貸付金額は、次のとおりとする。 第４条 奨学金の貸付金額は、次のとおりとする。ただし、

市長が特に必要と認めたときは、次の各号に定める金額の

範囲内で貸付金額を決定することができる。 

（１） ［略］ （１） ［略］ 

（２） 大学等 月額 ４０，０００円 （２） 大学等 月額 ５０，０００円 

 ２ 奨学金の貸付利子は、無利子とする。 

（奨学金の貸付期間） （奨学金の貸付期間） 

第５条 奨学金の貸付期間は、その学校における最短修学年

限とする。 

第５条 奨学金の貸付期間は、当該奨学金を受けるに至った

月からその高等学校等又は大学等における正規の修業期間

（以下「修業期間」という。）を終了する月までとする。 

  

（奨学生選考委員会） （奨学生選考委員会） 
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第８条 ［略］ 第８条 ［略］ 

２ 委員会の委員は、５人以内とし、次に掲げる者を市長が

委嘱する。 

２ 委員会の委員は、５人以内とし、次に掲げる者のうちか

ら市長が委嘱し、又は任命する。 

（１）～（４） ［略］  （１）～（４） ［略］ 

３ 委員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 ３ 委員の任期は、１年とし、再任を妨げない。ただし、委

員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

  

（奨学金の償還） （奨学金の償還） 

第１１条 奨学金は、無利子とし、卒業の月の１年後から又

は前条の規定により奨学金の貸付けを廃止したときはその

月の６箇月後から、正規の修業期間及び貸付期間の２倍の

期間内に、その全額を償還しなければならない。ただし、

特別の事由がある場合は、これによらないことができる。 

第１１条 奨学生であった者は、貸付期間が終了した日の翌

日から１年（前条の規定により奨学金を廃止した場合にあ

っては廃止の日の翌日から６月）を経過してから１０年以

内（修業期間又は貸付期間が４年を超える場合にあっては

１５年以内）に、奨学金を償還しなければならない。ただ

し、市長が特別な事由があると認めた場合は、この限りで

ない。 

（奨学金の償還猶予及び免除） （奨学金の償還猶予及び免除） 

第１２条 市長は、奨学生であった者に特別な事由があると

認めたときは、必要な期間償還を猶予し、又は償還を免除

第１２条 市長は、奨学生であった者に特別な事由があると

認めたときは、必要な期間について償還を猶予し、又は償
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することができる。 還を免除することができる。 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に改正前の横手市奨学金貸付条例の規定により貸付けを決定された奨学金

については、なお従前の例による。 
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議案第１０号 

   横手市社会体育施設設置条例の一部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

 提案理由 

 横手市雄物川テニスコートを廃止するため、現行条例の一部を改正したいので、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 
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   横手市社会体育施設設置条例の一部を改正する条例 

 

 横手市社会体育施設設置条例（平成１７年横手市条例第３０９号）の一部を次のように改正する。 

 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

名称 位置 

 ［略］  ［略］ 

横手市十文字卓球場  ［略］ 

横手市雄物川テニスコー

ト 

横手市雄物川町今宿字前田面17番地 

 ［略］  ［略］ 
 

名称 位置 

 ［略］  ［略］ 

横手市十文字卓球場  ［略］ 

 

 

 

 ［略］  ［略］ 
 

別表第２（第７条、第１４条関係） 別表第２（第７条、第１４条関係） 

 １～１５ ［略］  １～１５ ［略］ 

 １６ 雄物川テニスコート  

（消費税を含む。）  

単位 使用料の額  
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1面 1時間につき 200円 
 

 備考  

  １ 使用者が市外に住所を有する場合における使用料の

額は、この表に定める額に１００分の２００を乗じて得

た額とする。 

 

  ２ 使用時間に１時間未満の端数が生じた場合は、これを

１時間とする。 

 

１７ ［略］ １６ ［略］ 

１８ ［略］ １７ ［略］ 

１９ ［略］ １８ ［略］ 

２０ ［略］ １９ ［略］ 

２１ ［略］ ２０ ［略］ 

  

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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議案第１１号 

×××辺地に係る総合整備計画について 

 

 辺地に係る総合整備計画を別紙のとおり定める。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

  

提案理由 

辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律（昭和３７年法律第８

８号）第３条第１項の規定に基づき、議会の議決を求める。 
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総 合 整 備 計 画 書 

 
秋田県横手市狙半内辺地 

(辺地の人口 ３９５人 面積 ４１.３k ㎡) 

 

１ 辺地の概況 

 

(１)辺地を構成する町又は字の名称 横手市増田町狙半内全域 

 

(２)地域の中心の位置       横手市増田町狙半内字岩ノ目６１番地２ 

 

(３)辺地度数           １７９点 

 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

 

  当該辺地は、横手市の南部に位置し、東部は東成瀬村、西部は湯沢市に接しており、市

の中央部を流れる雄物川の支流である狙半内川沿いに家屋が点在する里山型の辺地である。

主な産業は農林業で稲作が中心であるが、本地域では若年層の減少と高齢化の進行が著し

く、市街地との生活格差の改善は進んでいない。 

このことから、地域格差の是正と地域の活性化を図るため、以下の公共的施設の整備を

必要とする。 

 

（市道） 

  天下森スキー場及び周辺施設に通じる市道は路面が劣化し、安全安心な交通に支障があ

ることから、市道の整備を行う必要がある。 

 

（観光又はレクリエーションに関する施設） 

  地域の貴重な観光施設であり、地域住民が集う場所として重要な役割を果たしている天

下森スキー場及び周辺施設について、施設や設備の老朽化により安全安心な運営やサービ

スの低下が懸念されていることから、計画的な改修を行っていく必要がある。 

 

３ 公共的施設の整備計画 

 

令和４年度から令和８年度まで ５年間 

(単位 千円) 

施 設 名 
事 業 

主体名 
事 業 費 

財 源 内 訳 一般財源のうち辺地 

対策事業債の予定額 特定財源 一般財源 

市道 横手市 144,611 ― 144,611 144,600 

観光又はレクリエー

ションに関する施設 
横手市 939,784 ― 939,784 895,300 

合    計 1,084,395 ― 1,084,395 1,039,900 
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議案第１２号 

   公の施設の指定管理者の指定期間の変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により指定した、横手市の公

の施設の指定管理者の指定期間を次のとおり変更する。 

 

 １ 公の施設の名称 

    横手市天下森スキー場 

 ２ 指定する団体の名称 

    株式会社 天下森振興公社 

 ３ 指定の期間 

    変更前 平成３１年４月１日から令和４年３月３１日まで 

    変更後 平成３１年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋  大 

 

 提案理由 

  地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決を求める。 
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議案第１３号 

   公の施設の指定管理者の指定期間の変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により指定した、横手市の公

の施設の指定管理者の指定期間を次のとおり変更する。 

 

 １ 公の施設の名称 

    横手市自然体験型交流施設 天下森ふれあい農園 

 ２ 指定する団体の名称 

    株式会社 天下森振興公社 

 ３ 指定の期間 

    変更前 平成３１年４月１日から令和４年３月３１日まで 

    変更後 平成３１年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋  大 

 

 提案理由 

  地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決を求める。 
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議案第１４号 

   公の施設の指定管理者の指定期間の変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により指定した、横手市の公

の施設の指定管理者の指定期間を次のとおり変更する。 

 

 １ 公の施設の名称 

    横手市農林水産物直売・食材供給施設 地域ふれあい施設たかね 

 ２ 指定する団体の名称 

    株式会社 天下森振興公社 

 ３ 指定の期間 

    変更前 平成３１年４月１日から令和４年３月３１日まで 

    変更後 平成３１年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋  大 

 

 提案理由 

  地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決を求める。 
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議案第１５号 

   公の施設の利用に関する協議について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の３第２項の規定により、岩手県和賀郡西和賀

町（以下「西和賀町」という。）の公の施設を横手市の住民の利用に供するため、次のとおり西和賀町

と協議する。 

 

 １ 公の施設の名称 

    西和賀町水道施設 

 ２ 利用の区域 

    横手市山内黒沢字堂林、上黒沢、丸志田、蒲坂、荒沢口の全域及び上ノ山、上桑谷地、田代

沢口、瀬野ヶ台、石田、下黒沢、堂の上の一部 

 ３ 協議の内容 

    西和賀町と横手市が共同利用する水道施設の範囲、管理区分及び経費の負担方法等 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

 提案理由 

 地方自治法第２４４条の３第３項の規定に基づき、議会の議決を求める。 
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議案第１６号 

権利の放棄について 

 

 次のとおり権利を放棄する。 

 

１ 権利の内容  空家等の緊急安全対策措置費用 

２ 相 手 方   

３ 放棄する額  １，２９８，０００円 

４ 放棄の理由  相手方が著しい生活困窮状態にあり、資力の回復が困難で、徴収の見込み

がないため。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

提案理由 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１０号の規定に基づき、議会の議

決を求める。 
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議案第１７号 

 権利の放棄について 

 

 次のとおり権利を放棄する。 

 

１ 権利の内容  医療費個人負担金 

２ 相 手 方   

３ 放棄する額  １２７，６７５円 

４ 放棄の理由  相手方の自己破産により、今後の債権回収が不能となったため。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１０号の規定に基づき、議会の議決を求

める。 
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議案第１８号 

 権利の放棄について 

 

 次のとおり権利を放棄する。 

 

１ 権利の内容  医療費個人負担金 

２ 相 手 方   

３ 放棄する額  ５６８，９９０円 

４ 放棄の理由  相手方の自己破産により、今後の債権回収が不能となったため。 

 

令和４年２月２２日提出 

横手市長 髙 橋   大 

 

提案理由 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１０号の規定に基づき、議会の議決を求

める。 
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議案第１９号 

   市道路線の廃止について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、市道路線を次のとおり廃止す

る。 

 

令和４年２月２２日提出 

              横手市長 髙 橋   大 

 

 提案理由 

道路法第１０条第３項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 



廃止路線

路線 起     点 延 長 幅 員

番号 終     点 （ｍ） （ｍ）

横手市大屋寺内字長谷１０８ 2.00

横手市大屋寺内字長谷１０８ ～4.80

横手市大森町字大中島６０６ 4.50

横手市大森町字真山２３３－２ ～15.00

横手市大雄字新町２２－１ 2.90

横手市大雄字折橋２４７ ～4.70

100579 大屋沼東西線

路 線 名

838.28

500248

800069

294.22

433.77

天下橋線

新町折橋線
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議案第２０号 

   市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、次の路線を市道に認定する。 

 

令和４年２月２２日提出 

              横手市長 髙 橋   大 

 

 

 提案理由 

道路法第８条第２項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 



認定路線

路線 起     点 延 長 幅 員

番号 終     点 （ｍ） （ｍ）

横手市大屋新町字大平187 8.70

横手市大屋新町字大平602-2 ～18.40

横手市安本字尼辺1-23 5.50

横手市安本字尼辺18-3 ～12.40

横手市八幡字上鶴田20-1 7.00

横手市八幡字上鶴田21-1 ～8.00

横手市八幡字上鶴田72 7.00

横手市八幡字上鶴田74 ～10.80

横手市八幡字上長田80-1 7.00

横手市八幡字上長田109-1 ～10.90

横手市八幡字上長田109-1 7.00

横手市八幡字上長田105-2 ～10.80

横手市赤坂字上後野6 6.00

横手市赤坂字上後野10-2 ～11.60

横手市婦気大堤字谷地添77-2 6.00

横手市婦気大堤字谷地添52-7 ～9.50

横手市婦気大堤字谷地添49-1 6.00

横手市婦気大堤字谷地添49-1 ～9.40

横手市婦気大堤字谷地添105-1 6.00

横手市婦気大堤字谷地添106-1 ～10.10

175.33

66.82

136.48

48.68

八幡上長田７号線

211.17

133.52

188.94

214.71

120.60

65.23

谷地添東西５号線

101255 谷地添東西６号線

101251

101246

101247

101248

101249 八幡上鶴田２号線

路 線 名

大平３号線

尼辺東西線

八幡上鶴田１号線

101253 谷地添東西４号線

101254

101252 赤坂上後野線

101250 八幡上長田６号線
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認定路線

路線 起     点 延 長 幅 員

番号 終     点 （ｍ） （ｍ）
路 線 名

横手市八幡字上長田146-2 7.00

横手市八幡字上長田144 ～11.50

横手市八幡字長者町1 7.00

横手市八幡字長者町11 ～10.60

横手市八幡字長者町5 7.00

横手市八幡字長者町5 ～10.50

横手市横手町字大関越118 7.00

横手市横手町字大関越115-1 ～10.50

横手市婦気大堤字谷地添12-1 6.00

横手市婦気大堤字谷地添22-1 ～9.50

横手市婦気大堤字谷地添15-2 6.00

横手市婦気大堤字谷地添15-5 ～10.80

横手市婦気大堤字谷地添5-1 4.50

横手市婦気大堤字谷地添22-1 ～8.10

横手市前郷字上三枚橋73 4.00

横手市前郷字上三枚橋65 ～6.80

横手市大森町字町田363-1 6.00

横手市大森町字真山179-2 ～11.80

横手市大森町字真山234-4 5.10

横手市大森町字真山208 ～20.10
500312 大森真山２号線 162.66

30.34

205.05

三枚橋１６号線

谷地添南北２号線

谷地添東西８号線

谷地添東西７号線

大関越９号線

八幡上長田１０号線

438.08

237.35

101256

101257 八幡上長田９号線

八幡上長田８号線

71.10

282.64

48.17

101258

101259

101260

101261

101262

86.45

115.92大森真山１号線500311

101263
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認定路線

路線 起     点 延 長 幅 員

番号 終     点 （ｍ） （ｍ）
路 線 名

横手市十文字町梨木字沖野5-1 2.40

横手市十文字町字西下25-6 ～3.20

横手市十文字町佐賀会字上沖田317-13 6.00

横手市十文字町佐賀会字上沖田317-1 ～9.40
600577 上沖田３号線 100.06

600576 西下９号線 27.64
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